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運用報告書（全体版） 
第264期（決算日 2026年１月15日）第266期（決算日 2026年３月16日）第268期（決算日 2026年５月15日）

第265期（決算日 2026年２月16日）第267期（決算日 2026年４月15日）第269期（決算日 2026年６月15日）

受 益 者 の み な さ ま へ 

平素は格別のご愛顧を賜り、厚くお礼申しあげます。 
「利回り財産３分法ファンド（不動産・債券・株式）毎月分配型」は、2026年６月15日に第269期の決
算を行ないましたので、第264期から第269期の運用状況をまとめてご報告申しあげます。 
今後とも一層のお引き立てを賜りますようお願い申しあげます。 

 

当ファンドの仕組みは次の通りです。 

商 品 分 類 追加型投信／内外／資産複合 

信 託 期 間 2003年12月18日から原則無期限です。 

運 用 方 針 
主として投資信託証券(投資信託または外国投資信託の受益証券(振替投資信託受益権を含みます｡)および投資法人

または外国投資法人の投資証券をいいます｡)に投資を行ない、高いインカム収益の確保を図るとともに、安定した信

託財産の成長をめざします。 

主要運用対象 投資信託証券を主要投資対象とします。 

組 入 制 限 
投資信託証券、短期社債等、コマーシャル・ペーパーおよび指定金銭信託以外の有価証券への直接投資は行ないません。 

外貨建資産への直接投資は行ないません。 

分 配 方 針 毎決算時、原則として安定した分配を継続的に行なうことをめざします。 
 

＜940445＞ 

利回り財産３分法ファンド（不動産・債券・株式）毎月分配型 



品 名：90002_940445_269_04_利回り財産３分法ファンド（不動産・債券・株式）毎月分配型_1109014.docx 

日 時：2026/7/24 11:01:00 

ページ：1 

 

－ 1 － 

利回り財産３分法ファンド（不動産・債券・株式）毎月分配型 

 
【運用報告書の表記について】 

・ 原則として、各表の数量、金額の単位未満は切捨て、比率は四捨五入で表記しておりますので、表中の個々の数字の合計が合計欄の値と

は一致しないことがあります。ただし、単位未満の数値については小数を表記する場合があります。  

 

○最近30期の運用実績 
 

決 算 期 
基 準 価 額 

株   式 
組 入 比 率 

債   券 
組 入 比 率 

投 資 信 託 
証   券 
組 入 比 率 

純 資 産 
総 額 (分配落) 

税 込 み 
分 配 金 

期 中 
騰 落 率 

 円 円 ％ ％ ％ ％ 百万円 

240期(2024年１月15日) 8,837 10 2.8 8.6 15.0 73.2 3,657 

241期(2024年２月15日) 8,705 10 △1.4 8.5 15.4 72.6 3,565 

242期(2024年３月15日) 8,719 10 0.3 8.4 14.9 73.7 3,531 

243期(2024年４月15日) 8,896 10 2.1 8.3 15.0 73.5 3,586 

244期(2024年５月15日) 9,118 10 2.6 8.1 15.4 73.4 3,660 

245期(2024年６月17日) 9,036 10 △0.8 8.1 15.4 73.6 3,598 

246期(2024年７月16日) 9,165 10 1.5 8.5 15.2 73.6 3,501 

247期(2024年８月15日) 8,871 10 △3.1 8.6 15.1 73.2 3,371 

248期(2024年９月17日) 8,781 10 △0.9 8.3 15.2 73.5 3,328 

249期(2024年10月15日) 8,819 10 0.5 8.4 15.2 73.6 3,328 

250期(2024年11月15日) 8,842 10 0.4 8.2 15.0 73.3 3,309 

251期(2024年12月16日) 8,730 10 △1.2 8.4 15.2 73.6 3,243 

252期(2025年１月15日) 8,736 10 0.2 8.3 15.0 73.9 3,235 

253期(2025年２月17日) 8,789 10 0.7 8.3 15.1 73.6 3,214 

254期(2025年３月17日) 8,735 10 △0.5 8.5 15.3 73.4 3,183 

255期(2025年４月15日) 8,555 10 △1.9 8.7 15.4 72.5 3,080 

256期(2025年５月15日) 8,753 10 2.4 8.4 15.1 73.6 3,135 

257期(2025年６月16日) 8,878 10 1.5 8.2 14.7 74.1 3,174 

258期(2025年７月15日) 9,094 10 2.5 8.4 14.6 74.1 3,244 

259期(2025年８月15日) 9,387 10 3.3 8.5 14.4 73.9 3,344 

260期(2025年９月16日) 9,649 10 2.9 8.4 14.7 74.0 3,415 

261期(2025年10月15日) 9,693 10 0.6 8.2 14.6 74.4 3,401 

262期(2025年11月17日) 9,964 10 2.9 8.5 14.7 74.2 3,468 

263期(2025年12月15日) 9,970 10 0.2 8.6 14.8 73.9 3,456 

264期(2026年１月15日) 10,336 10 3.8 8.7 14.8 74.0 3,551 

265期(2026年２月16日) 10,217 10 △1.1 8.5 14.5 73.9 3,497 

266期(2026年３月16日) 10,175 10 △0.3 7.8 14.7 74.3 3,406 

267期(2026年４月15日) 10,168 10 0.0 8.2 14.8 74.1 3,379 

268期(2026年５月15日) 9,940 10 △2.1 8.5 14.8 74.1 3,286 

269期(2026年６月15日) 9,987 10 0.6 8.4 14.6 74.1 3,287 
 

（注） 基準価額の騰落率は分配金込み。 

（注） 当ファンドは親投資信託を組み入れますので、「株式組入比率」は実質比率を記載しております。 

（注） 当ファンドは親投資信託を組み入れますので、「債券組入比率」は実質比率を記載しております。 

（注） 当ファンドは親投資信託を組み入れますので、「投資信託証券組入比率」は実質比率を記載しております。 

（注） 当ファンドはファンド・オブ・ファンズにつき、ベンチマークおよび適切な参考指数はございません。 
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利回り財産３分法ファンド（不動産・債券・株式）毎月分配型 

○当作成期中の基準価額と市況等の推移 

決 算 期 年 月 日 
基 準 価 額 株   式 

組 入 比 率 
債   券 
組 入 比 率 

投 資 信 託 
証   券 
組 入 比 率  騰 落 率 

第264期 

(期  首) 円 ％ ％ ％ ％ 

2025年12月15日 9,970 － 8.6 14.8 73.9 

12月末 10,105 1.4 8.5 14.8 73.8 

(期  末)      

2026年１月15日 10,346 3.8 8.7 14.8 74.0 

第265期 

(期  首)      

2026年１月15日 10,336 － 8.7 14.8 74.0 

１月末 10,041 △2.9 8.7 14.8 73.8 

(期  末)      

2026年２月16日 10,227 △1.1 8.5 14.5 73.9 

第266期 

(期  首)      

2026年２月16日 10,217 － 8.5 14.5 73.9 

２月末 10,388 1.7 8.5 14.6 74.3 

(期  末)      

2026年３月16日 10,185 △0.3 7.8 14.7 74.3 

第267期 

(期  首)      

2026年３月16日 10,175 － 7.8 14.7 74.3 

３月末 9,901 △2.7 8.4 14.6 74.4 

(期  末)      

2026年４月15日 10,178 0.0 8.2 14.8 74.1 

第268期 

(期  首)      

2026年４月15日 10,168 － 8.2 14.8 74.1 

４月末 10,063 △1.0 8.2 14.9 74.2 

(期  末)      

2026年５月15日 9,950 △2.1 8.5 14.8 74.1 

第269期 

(期  首)      

2026年５月15日 9,940 － 8.5 14.8 74.1 

５月末 9,936 △0.0 8.3 14.8 74.2 

(期  末)      

2026年６月15日 9,997 0.6 8.4 14.6 74.1 
 

（注） 期末の基準価額は分配金込み、騰落率は期首比です。 

（注） 当ファンドは親投資信託を組み入れますので、「株式組入比率」は実質比率を記載しております。 

（注） 当ファンドは親投資信託を組み入れますので、「債券組入比率」は実質比率を記載しております。 
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利回り財産３分法ファンド（不動産・債券・株式）毎月分配型 

○運用経過 (2025年12月16日～2026年６月15日) 

 
 

  

  
（注） 分配金再投資基準価額は、分配金（税込み）を分配時に再投資したものとみなして計算したもので、ファンド運用の実質的なパフォー

マンスを示すものです。 

（注） 分配金を再投資するかどうかについてはお客様がご利用のコースにより異なります。また、ファンドの購入価額により課税条件も異な

ります。したがって、お客様の損益の状況を示すものではありません。 

（注） 分配金再投資基準価額は、作成期首（2025年12月15日）の値が基準価額と同一となるように指数化しております。 

（注） 上記騰落率は、小数点以下第２位を四捨五入して表示しております。 

（注） 当ファンドの運用方針に対し、適切に比較できる指数が存在しないため、ベンチマークおよび参考指数を設定しておりません。 

 

○基準価額の主な変動要因 

当ファンドは、主として、不動産、債券、株式に投資を行なう投資信託証券に投資を行ない、安定した収益

の確保と信託財産の成長をめざして運用を行なっております。また、各資産の組入比率は、不動産が40％±10％、

債券が50％±10％、株式が10％±５％を目途としています。当作成期間中における基準価額の主な変動要因

は、以下の通りです。 

 

期間中において、首相による衆議院の解散と総選挙実施の結果を受け、与党の基盤強化や積極的な財政政策

推進が加速するとの期待が強まったことなどが株式資産の値上がり要因となりました。保有債券からのクー

ポン収入を得たことなどが債券資産の値上がり要因となる一方、債券市場のボラティリティ（変動性）が高

まったことなどは値下がり要因となりました。またインフレへの警戒感から欧米の主要中央銀行による利下

げ期待が後退したことなどがＲＥＩＴ価格の重しとなり、国内不動産投資信託の値下がり要因となりました。 

 

作成期間中の基準価額等の推移 
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利回り財産３分法ファンド（不動産・債券・株式）毎月分配型 

 

（不動産投資信託市況） 

国内不動産投資信託市場では、東証ＲＥＩＴ指数（配当込み）は期間の初めと比べて下落しました。 

都心部オフィスにおける空室率が低下したことや、平均賃料が上昇傾向となったこと、国内株式市場が堅調

に推移したことがＲＥＩＴ価格の支援材料となったものの、日銀が政策金利を引き上げたこと（2025年12月）

や追加の利上げが意識されたこと、政府による財政拡張への警戒感などを背景に国内長期金利が上昇したこ

と、インフレへの警戒感から欧米の主要中央銀行による利下げ期待が後退したことなどがＲＥＩＴ価格の重

しとなり、東証ＲＥＩＴ指数（配当込み）は下落しました。 

 

（ジニーメイ・パス・スルー証券市況） 

当期間のジニーメイ証券市場は、米国連邦準備制度理事会（ＦＲＢ）の利下げ観測の変化を受けてボラティ

リティが高まるなか、期間の初めと比べて上昇しました。2026年半ばに入り、市場には概して「金融緩和が終

了する」との見方があり、一部で利下げ期待が残る一方、金融引き締めの可能性を織り込む向きもあり、揺れ

動きました。このような環境下、米国国債の長期ゾーンはボラティリティが高まり、インフレリスクや供給動

向、財政懸念に対する感応度が高まりました。ここ数ヵ月間、経済指標が市場予想を上回ったことを受けて利

回りは上昇（債券価格は低下）し、ＦＲＢの追加引き締めの織り込みが進むとともに、持続的なインフレや高

水準の資金調達需要への懸念から、長期金利は高水準となりました。一方で、原油価格を主因としたインフレ

の変動や地政学的なニュースの変化に伴なう急激な反転も見られ、長期金利は不安定な動きを見せました。

2026年初から続く中東情勢の緊迫化に伴なうエネルギー価格の変動は、こうした動きを一段と増幅させ、米国

国債の上昇分を一部押し戻すとともに、スタグフレーション（不景気の中で物価が上昇すること）への懸念も

意識される状況となりました。 

 

（債券市況） 

2025年12月から2026年５月にかけて、市場はそれまでの政策期待主導の相場から、地政学的リスク、インフ

レ見通し、そして各国中央銀行の慎重な姿勢に左右される局面へと移行しました。なかでも12月は重要な転換

点となりました。日銀は政策金利を0.75％へ引き上げ、1995年以来の高水準となり、日本の長期金利も上昇し

ました。欧州でもドイツ10年国債利回りが2025年末に2.85％前後まで上昇するなど、主要国で「高金利の長期

化」が意識される展開となりました。 

2026年１月は、イランを巡る地政学的緊張の高まりを背景に原油価格へ上昇圧力がかかった一方、主要国の

景気指標は総じて底堅く、市場はショックをいったん吸収しました。しかし、２月末の米国・イスラエルによ

るイラン攻撃以降、３月には中東情勢が急速に悪化し、ホルムズ海峡の事実上封鎖や供給懸念を背景に、原油

価格は一時１バレル100ドルを超える局面が見られました。これを受けて市場では、インフレ再燃と景気減速

が同時に意識され、焦点は「底堅い経済成長」から、「供給制約と物価上振れリスク」へと移りました。 

４月には市場はやや落ち着きを取り戻したものの、地政学的リスクやエネルギー価格を巡る不透明感は残

り、ボラティリティの高い地合いが続きました。市場は、明確な解決を織り込むというよりも、高止まりする

インフレ圧力と不透明な成長見通しを消化する局面にあったといえます。 

５月には、米国でインフレ指標の上振れを受けて早期利下げ観測が後退し、米国連邦公開市場委員会

（ＦＯＭＣ）議事要旨でも、インフレが高止まりする場合はさらなる利上げが必要となる可能性が示唆されま

した。これを受けて月前半は長期金利が上昇し、債券価格の重しとなりました。一方、株式市場ではＡＩ（人

工知能）・半導体関連銘柄が相場を主導し、日米株式は高値圏を維持しました。  

投資環境 
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利回り財産３分法ファンド（不動産・債券・株式）毎月分配型 

（株式市況） 

国内株式市場では、東証株価指数（ＴＯＰＩＸ）は、期間の初めと比べて上昇しました。 

期間の初めから2026年２月下旬にかけては、日銀が市場予想通り政策金利を引き上げたものの「利上げ幅が

不十分」との見方から円安が一時進行したことや、首相による衆議院の解散と総選挙実施の結果を受け、与党

の基盤強化や積極的な財政政策推進が加速するとの期待が強まったことなどから、ＴＯＰＩＸは上昇しまし

た。３月は、米国・イスラエルとイランの軍事衝突の長期化懸念を背景とした原油高に伴なうインフレ圧力が

強まったことや、ＦＯＭＣの結果を受けてＦＲＢによる利下げ期待が後退したこと、公表された金融政策決定

会合の主な意見において、原油価格の上昇や円安が物価高を進行させる可能性が指摘され日銀による早期利

上げが意識されたことを受けて、ＴＯＰＩＸは下落しました。４月上旬から期間末にかけては、米国とイラン

との間で和平協議が実施され、中東情勢の緊張緩和への期待が高まったことや、政府が公表した月例経済報告

で、ＡＩ関連の需要を受けて設備投資の判断が上方修正されたこと、半導体関連をはじめ主要企業の決算内容

が総じて良好となったことなどから、ＴＯＰＩＸは上昇しました。 

 

（為替市況） 

期間中における主要通貨（対円）は、下記の推移となりました。 
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利回り財産３分法ファンド（不動産・債券・株式）毎月分配型 

 

（当ファンド） 

主として、不動産、債券、株式に投資を行なう投資信託証券に投資を行ない、安定した収益の確保と信託財

産の成長をめざして運用を行ないました。債券への投資にあたっては、「Amova GNMA Fund」「高金利先進国債

券マザーファンド」を通じて行ない、株式への投資にあたっては、「日本高配当利回り株式マザーファンド」

を通じて行ないました。 

 

不動産投資信託の投資は、国内の金融商品取引所に上場されているＪ－ＲＥＩＴへの投資を行ないました。

期間中は、市場動向や個別銘柄の成長性、収益性、流動性などを勘案し、ポートフォリオ内で比較して、割高

と判断した銘柄を売却し、割安と判断した銘柄を買い付ける調整を行ないました。 

 

（Amova GNMA Fund） 

ポートフォリオの構築にあたっては、「Bloomberg GNMA 30Year 3.5 Coupon 指数（円換算ベース）」に概ね

連動することをめざして、リスク分散を考慮しながら、証券のアベイラビリティとオプション調整済みスプ

レッド（利回り格差）の相対的な水準に基づいてポートフォリオを構築しました。 

 

（高金利先進国債券マザーファンド） 

世界の利回りの動向、ひいては当ファンドの投資対象通貨のパフォーマンスに影響をおよぼすことから、引

き続きＦＲＢや欧州中央銀行（ＥＣＢ）を含む主要中央銀行の金融政策の動向に注目しています。 

2026年に入り中東情勢の緊迫化に伴なうエネルギー価格の上昇を受けてインフレ懸念が再燃すると、ＦＲＢ

は政策金利を据え置きつつも慎重な姿勢を強め、利下げ期待は後退しました。その結果、世界的に債券利回り

には上昇圧力がかかり、金利環境は期間を通じて変化する展開となりました。また、他の主要中央銀行におい

ても、インフレ動向を踏まえた様子見姿勢が強まり、金融環境は総じて引き締め方向で推移しました。 

こうしたマクロ経済環境を踏まえ、当ファンドでは構造的にアメリカドルへの配分を低位に維持しました。

米国では財政赤字の拡大や対外収支の不均衡といった要因が意識される中、アメリカドルの持続的な上昇余

地は限定的と判断しました。一方で、アメリカドル以外の通貨として、イギリスポンドやノルウェークローネ

といった欧州通貨に加え、ニュージーランドドルを中心とした複数通貨への分散投資を選好しました。 

期間の終盤は、主に中東における地政学的緊張の高まりを背景に、ボラティリティが急激に上昇し、複数の

通貨が下落圧力に晒されました。その後、原油価格の一時的な調整を受けて市場の緊張はやや緩和しました

が、情勢の先行き不透明感は依然として高い状態が続いています。こうした市場環境を踏まえ、当ファンドで

は金利リスクの抑制に加え、高ベータ通貨のエクスポージャーを段階的に縮小するなど、防御的なポジション

調整を実施しました。 

 

（日本高配当利回り株式マザーファンド） 

原則として高配当利回りの株式の中から、今後の配当成長が期待できる企業を選別し、ポートフォリオを構

築しました。銘柄選定においては、配当利回りと配当の成長性に注目するほか、業績や財務の安定性、競争力

の高さ、株価指標の割安性などを重視しました。 

業種では、「機械」、「銀行業」、「卸売業」などの構成比率を高めとしたポートフォリオとしました。 

  

当ファンドのポートフォリオ 
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当ファンドの運用方針に対し、適切に比較できる指数が存在しないため、ベンチマークおよび参考指数を設

定しておりません。 

 

 

分配金は、運用実績や市況動向などを勘案し、以下のとおりといたしました。なお、分配金に充当しなかっ

た収益につきましては、信託財産内に留保し、運用の基本方針に基づいて運用いたします。 

 

○分配原資の内訳  

 （単位：円、１万口当たり、税込み） 

項 目 
第264期 第265期 第266期 第267期 第268期 第269期 

2025年12月16日～ 
2026年１月15日 

2026年１月16日～ 
2026年２月16日 

2026年２月17日～ 
2026年３月16日 

2026年３月17日～ 
2026年４月15日 

2026年４月16日～ 
2026年５月15日 

2026年５月16日～ 
2026年６月15日 

当期分配金 10  10  10  10  10  10  

(対基準価額比率) 0.097％ 0.098％ 0.098％ 0.098％ 0.101％ 0.100％ 

 当期の収益 10  10  10  10  10  10  

 当期の収益以外 －  －  －  －  －  －  

翌期繰越分配対象額 1,434  1,435  1,444  1,446  1,447  1,459   
（注） 対基準価額比率は当期分配金（税込み）の期末基準価額（分配金込み）に対する比率であり、ファンドの収益率とは異なります。 

（注） 当期の収益、当期の収益以外は小数点以下切捨てで算出しているため合計が当期分配金と一致しない場合があります。 

 

  

当ファンドのベンチマークとの差異 

分配金 
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○今後の運用方針 

（当ファンド） 

引き続き、不動産、債券、株式に投資を行なう投資信託証券に投資を行ない、安定した収益の確保と信託財

産の成長をめざして運用を行ないます。債券への投資にあたっては、「Amova GNMA Fund」「高金利先進国債券

マザーファンド」を通じて行ない、株式への投資にあたっては、「日本高配当利回り株式マザーファンド」を

通じて行なう方針です。 

 

（不動産投資信託） 

今後も各国の金融政策や国内の金利上昇による実体経済への影響に注目しつつ、Ｊ－ＲＥＩＴ各社の収益

動向や投資口価格の割安性などにより選別し、分散投資を行なってまいります。 

将来の市場環境の変動などにより、当該運用方針が変更される場合があります。 

 

（Amova GNMA Fund） 

米国では、経済が懸念されていたよりも底堅さを維持した状態で現在のエネルギーショック局面に入りま

した。経済全体としては減速傾向が続いているにもかかわらず、経済指標では、製造業の経済活動や個人消費

が引き続き安定した勢いを維持していることが示されています。足元では、企業の設備投資が引き続き景気を

下支えしている一方、中東情勢に起因する新たなエネルギーショックにもかかわらず、家計需要の減速は比較

的限定的なものにとどまっています。このような状況下で、中東情勢を中心とした地政学的緊張の高まりが原

油価格のボラティリティを高める主な要因となっており、インフレ率に新たな上昇圧力をかけています。米国

はエネルギー純輸出国であり、エネルギー価格の高騰に対する一定の耐性を有していますが、ガソリン価格の

上昇は家計の実質可処分所得を圧迫し始めており、今後数ヵ月にわたり消費の重しとなる可能性があります。

労働市場は安定を維持しており、雇用の伸びは鈍化しているものの急減速しているわけではないことから、米

国経済が潜在成長率に近い成長ペースへと移行しつつあるとの見方が裏付けられています。こうした状況を

踏まえて、ＦＲＢは引き続き慎重な姿勢を維持しており、供給側のショックが繰り返されることで、ディスイ

ンフレ（物価上昇率の鈍化）の進行が遅れるリスクがあることを強調しています。市場では、経済活動が大幅

に弱含むことや労働市場が予想以上に悪化することがない限り、金融政策は引き締め的な水準にとどまると

みられており、利上げが実施される可能性も織り込まれています。 

ＧＮＭＡ債券の見通しは前向きであるものの、足元では割安感そのものよりも、テクニカル要因や相対価値

により左右される傾向が強まっています。住宅ローン金利は高水準ながらも一定のレンジ内で安定的に推移

しておりキャリーの下支えとなるとともに、市場のボラティリティを抑制しています。一方で、借入コストの

高止まりにより、住宅市場全体の環境は依然として制約を受けています。需給面では、機関投資家の堅調な需

要や米国政府支援機関（ＧＳＥ）の買い支えが継続しており、供給を吸収しつつスプレッドの安定要因となっ

ています。ただし、バリュエーション（投資価値評価）は以前と比べてやや割高感が強まっており、市場のテ

クニカル要因がパフォーマンスを左右する主な要因となっていることが示唆されています。ＧＮＭＡ債券セ

クター内では、クーポン帯ごとの相対価値の差異が一段と重要になっています。供給動向や新規発行構成の違

いによってパフォーマンス格差が生じる可能性が高く、セクター全体への広範な投資よりも、銘柄やクーポン

の選別の重要性が高まっています。総じて見れば、同セクターは安定した需要に下支えされ、魅力的なリスク

調整後キャリー収益を提供していますが、以前ほどのバリュエーション面での安全余裕がなくなっており、今

後のパフォーマンスは、銘柄選択、クーポン帯のポジショニング、および需給動向により大きく左右されると

考えられます。 
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ポートフォリオの構築にあたっては、「Bloomberg GNMA 30Year 3.5 Coupon 指数（円換算ベース）」に概ね

連動することをめざして、リスク分散を考慮しながら、証券のアベイラビリティとオプション調整済みスプ

レッドの相対的な水準に基づいてポートフォリオを構築します。 

将来の市場環境の変動などにより、当該運用方針が変更される場合があります。 

 

（高金利先進国債券マザーファンド） 

米国経済は今期、懸念されていたほどの減速とはならず、底堅いスタートを切りました。足元の経済指標に

はサイクル後期における減速感が見られるものの、企業投資が成長を下支えする構造が続いています。一方、

個人消費は引き続き堅調ながらも、ガソリン価格や生活必需品価格の上昇を背景に、やや伸びが鈍化していま

す。中東情勢の緊迫化を背景にエネルギー市場は変動が大きく、原油価格は一時１バレル100ドルを上回る水

準で推移しました。この影響によりインフレには上振れリスクが再び意識されており、ガソリン価格の上昇は

家計の可処分所得を圧迫し、今後の消費に対する下押し要因となる可能性があります。労働市場は引き続き堅

調であり、雇用の増加ペースには緩やかな減速が見られるものの、失業率は低水準で安定しています。これら

を背景に、経済は潜在成長率に近いペースへと徐々に移行しているとの見方が広がっています。こうした状況

を受けて、ＦＲＢはインフレ動向に対して引き続き高い警戒感を維持しており、特にエネルギー価格の上昇な

ど供給サイドからのショックがディスインフレの進展を遅らせるリスクを重視しています。金融政策につい

ては、市場では政策金利の据え置きが基本シナリオとされる一方、インフレの動向次第では追加引き締めの可

能性も意識されており、金利見通しに不確実性が残る状況となっています。 

英国は、足元では中東情勢を背景とするエネルギー価格上昇やセンチメント悪化を受けて、景気モメンタム

の鈍化が意識されやすい局面にあります。インフレについては、燃料価格の上昇に加え、2026年７月以降の

ＯＦＧＥＭ（エネルギー規制当局）による料金上限引き上げを受けて、2026年下半期にかけて再加速する可能

性が高まっています。もっとも、労働市場は徐々に緩和しており、需要の弱さが二次的な物価上昇圧力をある

程度抑制する可能性もあります。こうした中、イングランド銀行（ＢＯＥ）はインフレ上振れリスクと景気悪

化リスクの双方を見極める姿勢を維持しており、市場では追加引き締めが織り込まれています。政治面では、

地方選挙を受けた国内政治の不透明感も意識されており、当面は政策当局・市場ともに慎重な様子見姿勢が続

きやすいとみています。 

ノルウェー銀行（中央銀行）は2026年５月初旬に予想外の利上げを決定し、政策金利を0.25％引き上げて

4.25％としました。本決定は、インフレ圧力が依然として高い状態にある中で、引き締め的な金融政策スタン

スを維持する姿勢を改めて示したものといえます。先行きについては、政策金利は従来の見通し通り年末にか

けて4.25％～4.5％のレンジで推移する見込みであり、状況次第では追加的な引き締めが行なわれる可能性が

示唆されています。足元の経済指標を見ても、基調的なインフレは依然として高く、エネルギーを除く消費者

物価指数（ＣＰＩ）は４月に前年比3.2％と、物価上昇圧力の根強さが確認されています。賃金上昇率も高水

準にあり、インフレ期待についても一部で上昇圧力が見られることから、物価の粘着性が意識されやすい環境

が続いています。このような状況のもと、目先の政策判断については見方に幅があるものの、全体としては追

加利上げ方向のリスクが意識されやすく、市場では少なくともあと１回の利上げを織り込んだ上で、その後は

当面高い政策金利が維持されるとの見方が優勢となっています。 

オーストラリア準備銀行（ＲＢＡ）は2026年５月初旬に３度目の利上げを実施し、キャッシュレートを0.25％

引き上げて4.35％としました。これまでの累積的な引き締めを踏まえ、足元ではその経済への影響を見極める

ため、データ次第で慎重に判断する姿勢に移行しつつあると見られます。見通しとしては、インフレが高止ま

りする中で、経済成長は弱含んで推移することが見込まれています。足元のインフレ動向を見ると、総合ＣＰＩ

は４月に前年比4.2％と前月の4.6％から減速しましたが、これは燃料要因など一時的な影響が大きいと考え

られます。一方、基調的なインフレ圧力は依然として強く、トリム平均インフレ（上位と下位のデータを一定
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の割合で取り除いて計算した平均値）率は同3.4％とむしろ上昇しており、国内価格には粘着的な上昇圧力が

残っていることが示されています。このように、インフレモメンタムに一定の減速の兆しは見られるものの、

インフレ見通しの大きな変化には至っておらず、政策環境は依然として微妙な均衡状態にあります。ＲＢＡは

当面金利据え置きを選択する可能性が高いものの、コアインフレの高止まりや二次的効果のリスクを背景に、

引き締め方向のバイアスは維持されるとみられます。市場では追加利上げのタイミングは後ずれしているも

のの、インフレの収束に時間がかかる場合は、最終金利が足元水準をやや上回る可能性も意識されています。 

ニュージーランド準備銀行（ＲＢＮＺ）は2026年５月に政策金利（ＯＣＲ）を2.25％で据え置きましたが、

委員会では明確に意見が分かれました。投票結果は賛成と反対が半々に分かれ、総裁の一票によって据え置き

が決まったものです。半数の委員が即時の利上げを支持したことは、足元のコスト上昇が中期的な物価・賃金

設定に波及するリスクに対する警戒が強まっていることを示しています。ＲＢＮＺのガイダンスはタカ派（景

気に対して強気）方向にシフトしており、２月時点の想定よりも、ＯＣＲはより早く、より大きく引き上げら

れる可能性が示唆されています。インフレ見通しもこうした姿勢を裏付けており、総合ＣＰＩは目先、4.3％

近辺でピークを打つと予想されます。短期・中期の期待インフレが上昇している一方、コアインフレ率は目標

圏内にありますが、見通しの不確実性は高い状況です。このため、成長リスクが高まる中でも政策バイアスは

引き締め方向に傾いており、市場では年内の追加利上げが織り込まれています。次回以降の会合での利上げを

有力視する見方がある一方、その後の引き締めペースは需要の弱さがどの程度インフレ圧力を抑えるかに左

右されるとみられます。 

将来の市場環境の変動などにより、当該運用方針が変更される場合があります。 

 

（日本高配当利回り株式マザーファンド） 

原則として高配当利回りの株式の中から、今後の配当成長が期待できる企業を選別し、インカムゲインとと

もにキャピタルゲインの獲得をめざしたポートフォリオを構築します。また、株式組入比率につきましては原

則として高位を維持する方針です。 

将来の市場環境の変動などにより、当該運用方針が変更される場合があります。 

 

今後ともご愛顧賜りますよう、よろしくお願い申しあげます。 
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○１万口当たりの費用明細 (2025年12月16日～2026年６月15日) 

項 目 
第264期～第269期 

項 目 の 概 要 
金 額 比 率 

  円 ％  

（a） 信 託 報 酬 55  0.548  (a)信託報酬＝作成期間の平均基準価額×信託報酬率 

 （ 投 信 会 社 ） (25)  (0.252)  委託した資金の運用の対価 

 （ 販 売 会 社 ） (27)  (0.263)  運用報告書など各種書類の送付、口座内でのファンドの管理、購入後の情報 
提供などの対価 

 （ 受 託 会 社 ） ( 3)  (0.033)  運用財産の管理、投信会社からの指図の実行の対価 

（b） 売 買 委 託 手 数 料 6   0.059   (b)売買委託手数料＝作成期間の売買委託手数料÷作成期間の平均受益権口数 
売買委託手数料は、有価証券等の売買の際、売買仲介人に支払う手数料 

 （ 株  式 ） ( 0)  (0.003)   

 （ 投 資 信 託 証 券 ） ( 6)  (0.055)   

（c） そ の 他 費 用 0   0.004   (c)その他費用＝作成期間のその他費用÷作成期間の平均受益権口数 

 （ 保 管 費 用 ） ( 0)  (0.002)  保管費用は、海外における保管銀行等に支払う有価証券等の保管及び資金の 
送金・資産の移転等に要する費用 

 （ 監 査 費 用 ） ( 0)  (0.002)  監査費用は、監査法人等に支払うファンドの監査に係る費用 

 合 計 61   0.611    

作成期間の平均基準価額は、10,072円です。  

 
（注） 作成期間の費用（消費税等のかかるものは消費税等を含む）は、追加・解約により受益権口数に変動があるため、簡便法により算出し

た結果です。 

（注） 各金額は項目ごとに円未満は四捨五入してあります。 

（注） 売買委託手数料およびその他費用は、このファンドが組み入れている親投資信託が支払った金額のうち、当ファンドに対応するものを

含みます。 

（注） 各比率は１万口当たりのそれぞれの費用金額（円未満の端数を含む）を作成期間の平均基準価額で除して100を乗じたもので、項目ご

とに小数第３位未満は四捨五入してあります。 

（注） この他にファンドが投資対象とする投資先においても信託報酬等が発生する場合もあります。 
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利回り財産３分法ファンド（不動産・債券・株式）毎月分配型 

（参考情報） 

◯総経費率 

作成期間の運用・管理にかかった費用の総額（原則として、募集手数料、売買委託手数料および

有価証券取引税を除く。）を作成期間の平均受益権口数に作成期間の平均基準価額（１口当たり）

を乗じた数で除した総経費率（年率）は1.91％です。 
 

  

  
（注） 当ファンドの費用は１万口当たりの費用明細において用いた簡便法により算出したものです。 

（注） 各費用は、原則として、募集手数料、売買委託手数料および有価証券取引税を含みません。 

（注） 「その他費用」には保管費用が含まれる場合があります。なお、「その他費用」の内訳は「１万口当たりの費用明細」にてご確認いただ

けますが、期中の費用の総額と年率換算した値は一致しないことがあります。 

（注） 各比率は、年率換算した値です。 

（注） 投資先ファンドとは、当ファンドが組み入れている投資信託証券（親投資信託を除く。）です。 

（注） 当ファンドの費用は、親投資信託が支払った費用を含み、投資先ファンドが支払った費用を含みません。 

（注） 当ファンドの費用と投資先ファンドの費用は、計上された期間が異なる場合があります。 

（注） 上記の前提条件で算出したものです。このため、これらの値はあくまでも参考であり、実際に発生した費用の比率とは異なります。 
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利回り財産３分法ファンド（不動産・債券・株式）毎月分配型 

○売買及び取引の状況 (2025年12月16日～2026年６月15日) 

 

 

銘 柄 
第264期～第269期 

買 付 売 付 
口 数 金 額 口 数 金 額 

国 

内 

 口 千円 口 千円  
Amova GNMA Fund 19,519,923 27,387 84,767,835 117,806  

産業ファンド投資法人 投資証券 － － 579 88,232  
アドバンス・レジデンス投資法人 投資証券 423 64,693 － －  
アクティビア・プロパティーズ投資法人 投資証券 576 83,674 － －  
ＧＬＰ投資法人 投資証券 513 70,259 384 57,649  
コンフォリア・レジデンシャル投資法人 投資証券 180 61,162 540 55,071  
 (       360) (       －)  

日本プロロジスリート投資法人 投資証券 308 27,155 863 75,612  
星野リゾート・リート投資法人 投資証券 34 8,527 274 65,060  
日本リート投資法人 投資証券 627 56,851 － －  
積水ハウス・リート投資法人 投資証券 － － 1,030 93,412  
野村不動産マスターファンド投資法人 投資証券 200 32,993 200 31,953  
スターアジア不動産投資法人 投資証券 105 5,902 22 1,342  
三菱地所物流リート投資法人 投資証券 433 54,967 433 54,344  
ＭＩＲＡＲＴＨ不動産投資法人 投資証券 400 33,160 － －  
日本ビルファンド投資法人 投資証券 94 13,657 238 31,800  
ジャパンリアルエステイト投資法人 投資証券 309 36,290 168 21,514  
 (        22) (    2,549)  

ジャパンリアルエステイト投資法人 投資証券（新） 22 2,549 － －  
 (        22) (    2,549) 

日本都市ファンド投資法人 投資証券 670 78,268 689 84,187  
オリックス不動産投資法人 投資証券 329 32,574 89 9,545  
日本プライムリアルティ投資法人 投資証券 544 56,663 248 23,365  
ＮＴＴ都市開発リート投資法人 投資証券 142 19,973 510 72,573  
ユナイテッド・アーバン投資法人 投資証券 467 86,328 150 25,201  
森トラストリート投資法人 投資証券 26 2,018 31 2,467  
インヴィンシブル投資法人 投資証券 1,429 87,834 1,179 72,900  
フロンティア不動産投資法人 投資証券 829 77,722 829 68,510  
平和不動産リート投資法人 投資証券 401 62,354 401 58,875  
ＫＤＸ不動産投資法人 投資証券 578 93,464 46 8,129  
いちごオフィスリート投資法人 投資証券 27 2,345 143 13,798  
大和証券オフィス投資法人 投資証券 － － 161 59,240  
大和ハウスリート投資法人 投資証券 372 47,228 372 47,033  
ジャパン・ホテル・リート投資法人 投資証券 440 35,772 316 26,954  
大和証券リビング投資法人 投資証券 － － 412 46,873  

合 計 
19,530,401 1,261,783 84,778,142 1,313,457  
(       382) (    2,549) (        22) (    2,549) 

 
（注） 金額は受け渡し代金。 

（注） ( )内は分割・償還等による増減分で、上段の数字には含まれておりません。 
  

投資信託証券 
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利回り財産３分法ファンド（不動産・債券・株式）毎月分配型 

 

銘 柄 
第264期～第269期 

設 定 解 約 
口 数 金 額 口 数 金 額 

 千口 千円 千口 千円 
高金利先進国債券マザーファンド － － 19,039 62,743 

日本高配当利回り株式マザーファンド 2,774 14,704 13,496 75,982 
 
 
 

○株式売買比率 (2025年12月16日～2026年６月15日) 

 

項 目 
第264期～第269期 

日本高配当利回り株式マザーファンド 

(a) 当作成期中の株式売買金額 1,572,165千円 
(b) 当作成期中の平均組入株式時価総額 2,617,954千円 

(c) 売買高比率（a）／（b） 0.60   
 
（注） (b)は各月末現在の組入株式時価総額の平均。 

 

○利害関係人との取引状況等 (2025年12月16日～2026年６月15日) 

 

 該当事項はございません。 

 
利害関係人とは、投資信託及び投資法人に関する法律第11条第1項に規定される利害関係人です。 

 

○第一種金融商品取引業、第二種金融商品取引業又は商品取引受託業務を兼業している委託会社の自己取引状況 (2025年12月16日～2026年６月15日) 

 

 該当事項はございません。また委託会社に売買委託手数料は支払われておりません。  

 

○自社による当ファンドの設定・解約状況 (2025年12月16日～2026年６月15日) 

 

 該当事項はございません。 

 

  

親投資信託受益証券の設定、解約状況 
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利回り財産３分法ファンド（不動産・債券・株式）毎月分配型 

○組入資産の明細 (2026年６月15日現在) 

 

銘 柄 
第263期末 第269期末 

口 数 口 数 評 価 額 比 率 

 口 口 千円 ％ 

Amova GNMA Fund 869,487,277 804,239,365 1,121,994 34.1 

産業ファンド投資法人 投資証券 579 － － － 

アドバンス・レジデンス投資法人 投資証券 － 423 64,465 2.0 

アクティビア・プロパティーズ投資法人 投資証券 － 576 78,048 2.4 

ＧＬＰ投資法人 投資証券 575 704 95,251 2.9 

日本プロロジスリート投資法人 投資証券 1,181 626 53,335 1.6 

星野リゾート・リート投資法人 投資証券 240 － － － 

日本リート投資法人 投資証券 － 627 53,671 1.6 

積水ハウス・リート投資法人 投資証券 1,030 － － － 

スターアジア不動産投資法人 投資証券 1,106 1,189 65,395 2.0 

ＭＩＲＡＲＴＨ不動産投資法人 投資証券 － 400 33,280 1.0 

日本ビルファンド投資法人 投資証券 464 320 39,712 1.2 

ジャパンリアルエステイト投資法人 投資証券 338 501 58,166 1.8 

日本都市ファンド投資法人 投資証券 1,073 1,054 119,102 3.6 

オリックス不動産投資法人 投資証券 939 1,179 112,712 3.4 

日本プライムリアルティ投資法人 投資証券 317 613 58,480 1.8 

ＮＴＴ都市開発リート投資法人 投資証券 368 － － － 

ユナイテッド・アーバン投資法人 投資証券 127 444 72,194 2.2 

森トラストリート投資法人 投資証券 948 943 69,687 2.1 

インヴィンシブル投資法人 投資証券 1,179 1,429 89,312 2.7 

ＫＤＸ不動産投資法人 投資証券 151 683 107,504 3.3 

いちごオフィスリート投資法人 投資証券 650 534 49,715 1.5 

大和証券オフィス投資法人 投資証券 161 － － － 

ジャパン・ホテル・リート投資法人 投資証券 1,067 1,191 94,089 2.9 

大和証券リビング投資法人 投資証券 412 － － － 

合 計 869,500,182 804,252,801 2,436,116 74.1 
 
（注） 比率は、純資産総額に対する評価額の割合です。 

（注） 上記投資信託証券の「産業ファンド投資法人 投資証券」、「アドバンス・レジデンス投資法人 投資証券」、「アクティビア・プロパティー

ズ投資法人 投資証券」、「日本プロロジスリート投資法人 投資証券」、「スターアジア不動産投資法人 投資証券」、「ＭＩＲＡＲＴＨ不

動産投資法人 投資証券」、「日本ビルファンド投資法人 投資証券」、「オリックス不動産投資法人 投資証券」、「ＮＴＴ都市開発リート

投資法人 投資証券」、「ユナイテッド・アーバン投資法人 投資証券」、「森トラストリート投資法人 投資証券」、「インヴィンシブル投資

法人 投資証券」、「ＫＤＸ不動産投資法人 投資証券」、「大和証券オフィス投資法人 投資証券」、「ジャパン・ホテル・リート投資法人

投資証券」につきましては、委託会社の利害関係人等（投資信託及び投資法人に関する法律第11条第１項に規定される法人等）である

三井住友信託銀行株式会社が投資法人の一般事務受託会社等になっています。 
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利回り財産３分法ファンド（不動産・債券・株式）毎月分配型 

 

銘 柄 
第263期末 第269期末 

口 数 口 数 評 価 額 

 千口 千口 千円 

高金利先進国債券マザーファンド 164,571 145,531 489,307 

日本高配当利回り株式マザーファンド 59,743 49,021 280,492 
 
（注） 各親投資信託の2026年６月15日現在の受益権総口数は、以下の通りです。 

 ・高金利先進国債券マザーファンド 5,403,527千口 ・日本高配当利回り株式マザーファンド 484,762千口 

 

○投資信託財産の構成 (2026年６月15日現在) 

項 目 
第269期末 

評 価 額 比 率 

 千円 ％ 

投資信託受益証券 1,121,994 33.9 

投資証券 1,314,121 39.7 

高金利先進国債券マザーファンド 489,307 14.8 

日本高配当利回り株式マザーファンド 280,492 8.5 

コール・ローン等、その他 107,883 3.1 

投資信託財産総額 3,313,797 100.0 
 
（注） 比率は、投資信託財産総額に対する割合です。 

（注） 高金利先進国債券マザーファンドにおいて、当作成期末における外貨建純資産（18,157,297千円）の投資信託財産総額（18,170,271千

円）に対する比率は99.9％です。 

（注） 外貨建資産は、当作成期末の時価をわが国の対顧客電信売買相場の仲値により邦貨換算したものです。1アメリカドル=160.18円、1カ

ナダドル=114.69円、1ユーロ=185.82円、1イギリスポンド=215.46円、1ノルウェークローネ=16.88円、1オーストラリアドル=113.28円、

1ニュージーランドドル=93.67円。 

 

  

親投資信託残高 
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利回り財産３分法ファンド（不動産・債券・株式）毎月分配型 

○資産、負債、元本及び基準価額の状況 

項 目 
第264期末 第265期末 第266期末 第267期末 第268期末 第269期末 

2026年１月15日現在 2026年２月16日現在 2026年３月16日現在 2026年４月15日現在 2026年５月15日現在 2026年６月15日現在 

  円 円 円 円 円 円 

(A) 資産 3,598,007,548   3,510,154,203   3,413,387,466   3,448,965,416   3,310,148,009   3,313,797,102   

 コール・ローン等 74,729,461   48,331,667   81,882,714   83,433,023   67,040,438   72,963,252   

 投資信託受益証券(評価額) 1,225,662,791   1,195,913,780   1,176,331,289   1,166,221,740   1,141,782,974   1,121,994,338   

 投資証券(評価額) 1,402,640,000   1,390,345,600   1,353,521,000   1,339,085,000   1,293,911,800   1,314,121,700   

 高金利先進国債券マザーファンド(評価額) 530,915,071   519,949,753   509,068,682   507,734,917   492,916,360   489,307,061   

 日本高配当利回り株式マザーファンド(評価額) 312,162,357   300,953,235   269,295,826   283,287,836   284,807,889   280,492,460   

 未収入金 34,165,403   42,630,852   6,700,440   58,134,703   18,987,845   24,760,599   

 未収配当金 17,730,956   12,028,337   16,585,855   11,066,506   10,699,344   10,156,213   

 未収利息 1,509   979   1,660   1,691   1,359   1,479   

(B) 負債 46,206,219   12,743,321   6,676,790   69,721,436   23,822,631   26,500,274   

 未払金 39,027,707   5,911,555   －   56,211,580   13,197,595   20,156,526   

 未払収益分配金 3,436,248   3,422,971   3,348,219   3,323,553   3,306,078   3,291,528   

 未払解約金 467,118   24,071   402,112   7,128,434   4,297,057   －   

 未払信託報酬 3,262,107   3,371,249   2,914,810   3,045,701   3,009,871   3,040,069   

 その他未払費用 13,039   13,475   11,649   12,168   12,030   12,151   

(C) 純資産総額(Ａ－Ｂ) 3,551,801,329   3,497,410,882   3,406,710,676   3,379,243,980   3,286,325,378   3,287,296,828   

 元本 3,436,248,482   3,422,971,527   3,348,219,620   3,323,553,127   3,306,078,576   3,291,528,398   

 次期繰越損益金 115,552,847   74,439,355   58,491,056   55,690,853   △   19,753,198   △    4,231,570   

(D) 受益権総口数 3,436,248,482口 3,422,971,527口 3,348,219,620口 3,323,553,127口 3,306,078,576口 3,291,528,398口 

 １万口当たり基準価額(Ｃ／Ｄ) 10,336円 10,217円 10,175円 10,168円 9,940円 9,987円 
 

（注） 当ファンドの第264期首元本額は3,466,415,818円、第264～269期中追加設定元本額は6,572,268円、第264～269期中一部解約元本額は

181,459,688円です。 

（注） １口当たり純資産額は、第264期1.0336円、第265期1.0217円、第266期1.0175円、第267期1.0168円、第268期0.9940円、第269期0.9987

円です。 

（注） 2026年６月15日現在、純資産総額は元本額を下回っており、その差額は4,231,570円です。 
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利回り財産３分法ファンド（不動産・債券・株式）毎月分配型 

○損益の状況 

項 目 
第264期 第265期 第266期 第267期 第268期 第269期 

2025年12月16日～ 
2026年１月15日 

2026年１月16日～ 
2026年２月16日 

2026年２月17日～ 
2026年３月16日 

2026年３月17日～ 
2026年４月15日 

2026年４月16日～ 
2026年５月15日 

2026年５月16日～ 
2026年６月15日 

  円 円 円 円 円 円 

(A) 配当等収益 9,104,473   5,439,160   7,647,950   2,137,078   4,865,436   6,920,409   

 受取配当金 9,060,545   5,404,944   7,615,066   2,091,518   4,825,483   6,881,231   

 受取利息 43,928   34,216   32,884   45,560   39,953   39,178   

(B) 有価証券売買損益 123,281,392   △ 39,335,520   △ 15,916,045   1,802,978   △ 73,740,043   14,814,785   

 売買益 125,024,413   25,466,862   34,013,629   29,065,054   8,610,510   35,385,442   

 売買損 △  1,743,021   △ 64,802,382   △ 49,929,674   △ 27,262,076   △ 82,350,553   △ 20,570,657   

(C) 信託報酬等 △  3,275,146   △  3,384,724   △  2,926,459   △  3,057,869   △  3,021,901   △  3,052,220   

(D) 当期損益金(Ａ＋Ｂ＋Ｃ) 129,110,719   △ 37,281,084   △ 11,194,554   882,187   △ 71,896,508   18,682,974   

(E) 前期繰越損益金 302,778,640   426,707,312   377,671,976   360,413,496   356,029,056   279,543,328   

(F) 追加信託差損益金 △312,900,264   △311,563,902   △304,638,147   △302,281,277   △300,579,668   △299,166,344   

 (配当等相当額) (   64,306,751)  (   64,192,068)  (   62,920,852)  (   62,592,523)  (   62,398,995)  (   62,261,784)  

 (売買損益相当額) (△377,207,015)  (△375,755,970)  (△367,558,999)  (△364,873,800)  (△362,978,663)  (△361,428,128)  

(G) 計(Ｄ＋Ｅ＋Ｆ) 118,989,095   77,862,326   61,839,275   59,014,406   △ 16,447,120   △    940,042   

(H) 収益分配金 △  3,436,248   △  3,422,971   △  3,348,219   △  3,323,553   △  3,306,078   △  3,291,528   

 次期繰越損益金(Ｇ＋Ｈ) 115,552,847   74,439,355   58,491,056   55,690,853   △ 19,753,198   △  4,231,570   

 追加信託差損益金 △312,900,264   △311,563,902   △304,638,147   △302,281,277   △300,579,668   △299,166,344   

 (配当等相当額) (   64,307,011)  (   64,192,298)  (   62,921,023)  (   62,592,868)  (   62,399,230)  (   62,262,019)  

 (売買損益相当額) (△377,207,275)  (△375,756,200)  (△367,559,170)  (△364,874,145)  (△362,978,898)  (△361,428,363)  

 分配準備積立金 428,453,111   427,117,686   420,695,364   418,167,840   416,047,373   418,144,708   

 繰越損益金 －   △ 41,114,429   △ 57,566,161   △ 60,195,710   △135,220,903   △123,209,934   
 

（注） 損益の状況の中で(B)有価証券売買損益は各期末の評価換えによるものを含みます。 

（注） 損益の状況の中で(C)信託報酬等には信託報酬に対する消費税等相当額を含めて表示しています。 

（注） 損益の状況の中で(F)追加信託差損益金とあるのは、信託の追加設定の際、追加設定をした価額から元本を差し引いた差額分をいいます。

（注） 親投資信託の信託財産の運用の指図に係る権限の全部又は一部を委託するために要した費用のうち、2025年12月16日～2026年６月15日

の期間に当ファンドが負担した費用は640,109円です。 

（注） 分配金の計算過程（2025年12月16日～2026年６月15日）は以下の通りです。 

項 目 
2025年12月16日～ 
2026年１月15日 

2026年１月16日～ 
2026年２月16日 

2026年２月17日～ 
2026年３月16日 

2026年３月17日～ 
2026年４月15日 

2026年４月16日～ 
2026年５月15日 

2026年５月16日～ 
2026年６月15日 

a. 配当等収益(経費控除後) 10,944,799円 3,833,345円 6,167,598円 3,954,300円 3,464,626円 7,311,623円 

b. 有価証券売買等損益(経費控除後・繰越欠損金補填後) 118,165,920円 0円 0円 0円 0円 0円 

c. 信託約款に定める収益調整金 64,307,011円 64,192,298円 62,921,023円 62,592,868円 62,399,230円 62,262,019円 

d. 信託約款に定める分配準備積立金 302,778,640円 426,707,312円 417,875,985円 417,537,093円 415,888,825円 414,124,613円 

e. 分配対象収益(a＋b＋c＋d) 496,196,370円 494,732,955円 486,964,606円 484,084,261円 481,752,681円 483,698,255円 

f. 分配対象収益(１万口当たり) 1,444円 1,445円 1,454円 1,456円 1,457円 1,469円 

g. 分配金 3,436,248円 3,422,971円 3,348,219円 3,323,553円 3,306,078円 3,291,528円 

h. 分配金(１万口当たり) 10円 10円 10円 10円 10円 10円 

 

上記各資産の評価基準及び評価方法、また収益及び費用の計上区分等については、法律及び諸規則に基づき、一般に公正妥当と認められる

企業会計の基準に準拠して評価計上し処理しています。 
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利回り財産３分法ファンド（不動産・債券・株式）毎月分配型 

○分配金のお知らせ  

 第264期 第265期 第266期 第267期 第268期 第269期 

１万口当たり分配金（税込み） 10円 10円 10円 10円 10円 10円 
 
 
 

○お知らせ 

 

 2025年12月16日から2026年６月15日までの期間に実施いたしました約款変更は以下の通りです。 

 

●当ファンドについて、「一般社団法人投資信託協会」の合併に伴ない、その記載を「一般社団法人資産運

用業協会」に変更すべく、2026年４月１日付けにて信託約款の一部に所要の変更を行ないました。（付表、

第７条、第19条） 

 

 

 

約款変更について 

当ファンドの主要投資対象先の直近の運用状況について、法令および諸規則に基づき、 

次ページ以降にご報告申しあげます。 
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1,344 Ginnie Mae II Pool 003722 4.5000 % 06/20/2035 ¥ 213,885
6,830 Ginnie Mae II Pool 004540 4.5000 09/20/2039 1,083,802
18,643 Ginnie Mae II Pool 004636 4.5000 02/20/2040 2,958,438
5,516 Ginnie Mae II Pool 004656 4.0000 03/20/2040 845,762
22,154 Ginnie Mae II Pool 004834 4.5000 10/20/2040 3,515,459
21,875 Ginnie Mae II Pool 005232 3.5000 11/20/2041 3,251,753
38,436 Ginnie Mae II Pool 005233 4.0000 11/20/2041 5,877,915
71,045 Ginnie Mae II Pool 005258 3.5000 12/20/2041 10,561,171
235,138 Ginnie Mae II Pool MA0533 3.0000 11/20/2042 34,322,654
13,334 Ginnie Mae II Pool MA0784 4.0000 02/20/2043 2,039,031
32,846 Ginnie Mae II Pool MA1377 4.5000 10/20/2043 5,164,622
18,441 Ginnie Mae II Pool MA1839 4.0000 04/20/2044 2,805,616
21,881 Ginnie Mae II Pool MA1921 4.5000 05/20/2044 3,440,487
10,435 Ginnie Mae II Pool MA2602 4.0000 02/20/2045 1,587,156
66,435 Ginnie Mae II Pool MA2679 4.0000 03/20/2045 10,104,950
88,578 Ginnie Mae II Pool MA2753 3.0000 04/20/2045 12,753,095
78,985 Ginnie Mae II Pool MA3033 3.0000 08/20/2045 11,332,704
228,122 Ginnie Mae II Pool MA3172 3.0000 10/20/2045 32,802,071
72,239 Ginnie Mae II Pool MA3243 3.0000 11/20/2045 10,386,527
12,378 Ginnie Mae II Pool MA3311 4.0000 12/20/2045 1,879,615
28,794 Ginnie Mae II Pool MA3377 4.0000 01/20/2046 4,374,699
198,930 Ginnie Mae II Pool MA3873 3.0000 08/20/2046 28,515,081
95,323 Ginnie Mae II Pool MA4004 3.5000 10/20/2046 13,966,257
98,695 Ginnie Mae II Pool MA4195 3.0000 01/20/2047 14,156,354
461,977 Ginnie Mae II Pool MA4198 4.5000 01/20/2047 72,506,630
48,723 Ginnie Mae II Pool MA4453 4.5000 05/20/2047 7,630,610
67,462 Ginnie Mae II Pool MA4586 3.5000 07/20/2047 9,865,517
36,244 Ginnie Mae II Pool MA4652 3.5000 08/20/2047 5,319,571
27,675 Ginnie Mae II Pool MA4901 4.0000 12/20/2047 4,191,830
57,219 Ginnie Mae II Pool MA5137 4.0000 04/20/2048 8,637,993
101,495 Ginnie Mae II Pool MA5398 4.0000 08/20/2048 15,334,114
50,851 Ginnie Mae II Pool MA5931 4.0000 05/20/2049 7,658,648
16,205 Ginnie Mae II Pool MA5985 3.5000 06/20/2049 2,356,982
25,265 Ginnie Mae II Pool MA6219 3.5000 10/20/2049 3,687,956
407,528 Ginnie Mae II Pool MA6655 2.5000 05/20/2050 55,504,455
362,499 Ginnie Mae II Pool MA6855 2.5000 09/20/2050 48,492,994
81,146 Ginnie Mae II Pool MA7195 3.5000 02/20/2051 11,784,833
211,186 Ginnie Mae II Pool MA7257 3.5000 03/20/2051 30,663,757
284,222 Ginnie Mae II Pool MA7591 3.5000 09/20/2051 41,109,448
276,765 Ginnie Mae II Pool MA7649 2.5000 10/20/2051 37,613,815
551,347 Ginnie Mae II Pool MA7988 3.0000 04/20/2052 78,131,279
652,812 Ginnie Mae II Pool MA7977 2.0000 04/20/2052 83,040,764
806,437 Ginnie Mae II Pool MA8097 2.5000 06/20/2052 109,598,322
1,312,709 Ginnie Mae II Pool MA8096 2.0000 06/20/2052 171,082,712
232,399 Ginnie Mae II Pool MA8266 3.5000 09/20/2052 33,792,714
721,365 Ginnie Mae II Pool MA9849 4.5000 08/20/2054 110,844,680

Total Mortgage Asset Backed Securities (cost - ¥ 994,888,909) ¥ 1,166,788,728           

Government Issues - 1.98% 
145,000 United States Treasury Note 4.6250 % 04/30/2029 ¥ 23,652,936

Total Government Issues (cost - ¥ 21,582,343) ¥ 23,652,936                 
Total financial assets at fair value through profit or loss ¥ 1,190,441,664           

Fair % of
Country of Domicile Cost Value Net Assets

United States ¥ 1,016,471,252 ¥ 1,190,441,664 99.4 %

Total financial assets at fair value
through profit or loss ¥ 1,016,471,252             ¥ 1,190,441,664         99.4                         %

Total Investments ¥ 1,190,441,664         99.4                         %
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